
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0901 事務 その他内部管理事務 ­

予算決算、議会対応、服務・給与・
福利厚生、物品管理、国費予算要
望事務、各種計画等の当課事業の
推進・進捗管理、各種団体等の要
望・提言・陳情対応、北海道労働審
議会職業能力開発部会事務局業
務、各種会議の議題調整、広報・広
聴関連業務など

産業人
材課

0 0 0 5.3 0.0 5.3 41,393
現状維

持
内部管理事務を引き続き継続する － － － － － － － －

現状維
持

0902 事務
北海道職業能力開発計画等の策定
事務

­
北海道職業能力開発計画及び地方
職業能力開発実施計画の策定に関
する事務

産業人
材課

0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,562 現状維
持

引き続き職業能力の開発に取り組
むため計画の策定などを実施する

－ － － － － － － － 現状維
持

0903 事務 総務管理費（各種表彰経費） ­
技能及び認定職業訓練に係る厚生
労働大臣表彰事務

産業人
材課

0 0 0 0.1 0.8 0.9 7,029
現状維

持
引き続き、厚生労働省に推薦を継
続する

－ － － － - - － －
現状維

持

0904 一般 職場適応訓練費 ④

中高年齢失業者・障害者等の就職
困難な求職者等に対し、作業の環
境に適応することを容易にするため
に実施する訓練事務

産業人
材課

0 13,746 6,923 0.6 1.1 1.7 27,023 現状維
持

引き続き、就職困難求職者に対す
る訓練を実施する必要があるため

－ ① ①

職場適応訓練受託申込書及び訓練
手当受給資格認定申請書について
は、電子メールを活用するなどし
て、対応済。

－ ⑦ ①

職場適応訓練受託申込書及び訓練
手当受給資格認定申請書について
は、電子メールを活用するなどし
て、対応済。

○ ①

職場適応訓練受託申込書及び訓練
手当受給資格認定申請書について
は、電子メールを活用するなどし
て、対応済。

現状維
持

0905 一般
産業人材育成事業費（次世代人材
職業体験推進事業費）

④

若年者の職業観・勤労観の早期形
成を図るため、専修学校を活用し中
学生を対象とした職業体験の取組
を支援する。

産業人
材課

0 40,000 40,000 0.3 0.0 0.3 42,343 現状維
持

引き続き、中学生を対象とした職業
体験の取組に対する支援が必要な
ため

－ ① ①
補助金交付申請書類及び概算払い
の調整については、電子メールを活
用するなどして、対応済。

－ ⑦ ①
補助金交付申請書類及び概算払い
の調整については、電子メールを活
用するなどして、対応済。

○ ①
補助金交付申請書類及び概算払い
の調整については、電子メールを活
用するなどして、対応済。

現状維
持

0906 事務
産業人材育成の推進に関する事
務・事業

－

産業人材の育成に関する情報を収
集するとともに、産業人材育成に向
けた連携体制構築、企業人材や次
世代人材の育成、情報提供・相談
体制等サポート体制の充実等を図
る。

産業人
材課

0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,562 現状維
持

引き続き、当課ホームページ及び
メールマガジンにて産業人材育成に
向けた情報提供を行う。

－ － － － － － － － 現状維
持

0907 事務 産業人材育成関連事業 － 人材育成マッチング事業、ＱＣサー
クル導入促進事業等を実施する。

産業人
材課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、当課ホームページ及び
メールマガジンにて産業人材育成に
向けた情報提供を行う必要がある
ため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0908 事務
次世代ものづくり人材育成事業（赤
れんがチャレンジ）

－

ものづくり産業への職業意識の醸成
を図るため、将来のものづくりの担
い手となる小中学生を対象に、もの
づくり体験会等を開催する。

産業人
材課

0 0 0 0.1 0.3 0.4 3,124 現状維
持

引き続き、次世代のものづくり事業
の担い手育成のため事業を維持し
ていく。

－ － － － － － － － 現状維
持

0909 一般
民間訓練費（事業内職業訓練事業
費補助金）

②

認定を受けて職業訓練を行う中小
企業事業主等に対し、集合して行う
訓練に要する経費の一部を助成す
る事務

産業人
材課

0 87,274 43,656 1.0 1.9 2.9 109,923 現状維
持

引き続き、認定職業訓練実施団体
等に対する助成が必要なため。

－ ④ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

－ ⑦ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

○ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

現状維
持

0910 一般 介護福祉士養成施設運営費補助金 ② 福祉人材の養成・確保のため、介護
福祉士養成施設の運営費助成

産業人
材課

0 1,110 1,110 0.2 0.0 0.2 2,672 現状維
持

引き続き、介護福祉士養成施設へ
の助成が必要なため。

－ ④ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

－ ⑦ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

○ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

現状維
持

0911 一般
地域人材開発センター事業費補助
金

②

道立技術専門学院再編計画に基づ
き、道立高等技術専門学院から地
域の人材開発型施設として転換し
た「地域人材開発センター」に対し
補助する事業事務

産業人
材課

0 101,972 101,972 0.2 0.0 0.2 103,534 現状維
持

引き続き、地域人材開発センターへ
の事業に対する補助が必要なた
め。

－ ④ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

－ ⑦ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

○ ①
補助金交付申請書類等の調整につ
いては、電子メールを活用するなど
して、電子化に対応済。

現状維
持

0912 一般 職業能力開発支援センター管理費 ⑧
北海道立職業能力開発支援セン
ターの管理運営事務

産業人
材課

0 5,633 3,116 0.2 0.0 0.2 7,195 拡充
引き続き、指定管理施設として維持
していくための、補修が必要なた
め。

－ ⑤ ②
道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

－ ⑥ ②
道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

－ －

指定管理者に対し、温室効果ガス
排出削減に向けた取組やＩＣＴを活
用した利用者の利便性向上のため
の取組を求めるなど、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

拡充 ○ ○

令和４年度からの指定管理者の公
募に際し、業務計画書に温室効果
ガスの抑制とＩＣＴを活用した利用者
の利便性向上のための取組を盛り
込むこととし、指定管理者における
取組を義務化したところであり、今
後は、計画に記載された照明時間
の短縮、ペーパーレスや会議資料
の簡素化、研修室等におけるWi-fi
環境の整備などについて、実績報
告の際に取組内容を確認する。

0913 事務
職業訓練法人の認可並びに指導に
関する事務

－

共同職業訓練団体からの職業能力
開発促進法に基づく法人設立の申
請に対する認可、及びその行う職業
訓練の健全な発展を図るための指
導監督

産業人
材課

0 0 0 0.0 0.3 0.3 2,343 現状維
持

引き続き、職業能力開発促進法に
基づく法人設立の申請に対する認
可及び指導監督等が必要なため

－ － － － － － － － 現状維
持

0914 事務
北海道職業能力開発協会に関する
事務

－
職業能力開発促進法に基づき道が
認可した北海道職業能力開発協会
への指導等に関する事務

産業人
材課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 781 現状維
持

法で設置が規定されている団体の
ため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0915 一般
技能振興費（技能向上育成対策費
補助金）

②

技能士の技能水準及び資質の向上
を図るため職種別研修会等の開
催、技能士重用制度の普及、一般
消費者の期待する技能士活動の推
進等、技能士の社会的地位の向上
を図るため社団法人北海道技能士
会が行う事業に対して補助を行う。

産業人
材課

0 3,167 3,167 0.1 0.0 0.1 3,948
現状維

持

引き続き、北海道技能士会の事業
に対する補助を行う必要があるた
め。

－ ④ ①
従来から「エコチェックシート」に基
づき環境に配慮した運営を行ってい
る。

－ ⑥ ①
従来から「エコチェックシート」に基
づき環境に配慮した運営を行ってい
る。

○ ①
従来から「エコチェックシート」に基
づき、可能な範囲でオンライン化等
に対応している。

現状維
持

0916 一般
技能振興費（職業訓練指導員試験
費）

④

職業訓練指導員試験問題作成委員
の委嘱、職業訓練指導員試験の実
施、職業訓練指導員免許証の交付
に関する事務

産業人
材課

0 732 0 0.3 0.5 0.8 6,980 現状維
持

引き続き、資格取得を目指す者に
対する試験を実施する必要がある
ため。

－ ④ ①

職業訓練指導員試験に関する資格
要件、実施要領等については、ホー
ムページや電子メールを活用するな
ど、対応済み。

－ ⑦ ①

職業訓練指導員試験に関する資格
要件、実施要領等については、ホー
ムページや電子メールを活用するな
ど、対応済み。

○ ①

職業訓練指導員試験に関する資格
要件、実施要領等については、ホー
ムページや電子メールを活用するな
ど、対応済み。

現状維
持

0917 一般 技能振興費（技能検定促進費） ④

北海道職業能力開発協会が実施す
る技能検定試験等に要する経費に
対する補助事業及び技能検定試験
の厳正な実施や制度の普及促進の
ための指導監督、合格者に対する
合格証書の作成、交付事務

産業人
材課

0 60,208 22,452 0.9 1.4 2.3 78,171 拡充
国家検定である技能検定試験を円
滑に実施するため、国の算定基準
に基づいた予算付けを行うため。

－ ④ ①
検定試験に係る実施要領等につい
て、ホームページや電子メールを活
用するなど、対応済み。

－ ⑦ ①
検定試験に係る実施要領等につい
て、ホームページや電子メールを活
用するなど、対応済み。

○ ①
新型コロナウイルス感染症予防対
策に配慮して、検定試験（学科・技
能）を実施。

拡充

0918 一般
総務管理諸費（障害者技能競技北
海道大会）

① 障害者技能競技北海道大会開催事
務

産業人
材課

0 84 84 0.1 0.0 0.1 865 現状維
持

引き続き、大会を開催する必要があ
るため

－ ④ － 全国大会の予選という性格上、オン
ラインにはなじまない。

－ ⑥ － 全国大会の予選という性格上、オン
ラインにはなじまない。

○ －

全国大会の予選という性格上、オン
ラインにはなじまない。
ただし、感染拡大状況を踏まえて無
観客開催等を検討する。（R2は無観
客開催）

現状維
持

0919 事務 各種技能競技大会に関する事務 ① 各種技能競技大会に係る後援及び
知事賞贈呈事務

産業人
材課

0 70 70 0.1 0.0 0.1 851 現状維
持

引き続き、各種技能競技大会に係
る後援及び知事賞贈呈の必要があ
るため

－ ④ － 全国大会の予選という性格上、オン
ラインにはなじまない。

－ ⑥ － 全国大会の予選という性格上、オン
ラインにはなじまない。

○ －

全国大会の予選という性格上、オン
ラインにはなじまない。
ただし、感染拡大状況を踏まえて無
観客開催等を検討する。（R2は無観
客開催）

現状維
持

0920 事務
技能士登録・技能士重用制度に関
する事務

－

技能士の育成・確保を図るとともに
その社会的、経済的地位の向上の
ため、道発注工事に技能士を常駐さ
せる制度の普及事務

産業人
材課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 781 現状維
持

引き続き、技能士の育成・確保を行
う必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0921 事務
職業能力開発促進月間に関する事
務

－

職業能力の開発・向上の重要性と
技能尊重気運の醸成について、労
働者や事業主をはじめ、道民一般
の理解を得るための事務

産業人
材課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 781 現状維
持

引き続き、職業能力の開発・向上の
重要性と技能尊重気運の醸成を図
るため、月間を設け、各種取組を実
施する必要がある。

－ － － － － － － － 現状維
持

0922 維持費
技術専門学院等管理費（技術専門
学院費）（維持費）

⑤ 道立高等技術専門学院の管理運営
事務

産業人
材課

0 226,818 85,363 0.3 1.3 1.6 239,314 現状維
持

引き続き、道立高等技術専門学院
の管理運営事務を継続する必要が
あるため。

－ ③ ②
庁用自動車を次世代自動車へ切り
替えるための必要な財源確保が課
題。

－ － － － － 現状維
持

○

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 05181

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

産業人材の育成

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／2 05181



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0923 維持費
技術専門学院等管理費（障害者職
業能力開発校費）（維持費）

⑤ 国立北海道障害者職業能力開発校
の庁舎等維持管理運営事務

産業人
材課

0 42,568 0 0.1 0.3 0.4 45,692 現状維
持

引き続き、国立北海道障害者職業
能力開発校の庁舎等維持管理運営
事務を継続する必要があるため。＜
国からの委託事業＞

－ ③ ②
庁用自動車を次世代自動車へ切り
替えるための必要な財源確保が課
題。

－ － － － － 現状維
持

○

0924 一般
技術専門学院等管理費（技術専門
学院費）（一般施策）

－ 道立高等技術専門学院の入学選考
等事務等

産業人
材課

0 5,674 1,098 0.3 1.5 1.8 19,732 現状維
持

引き続き、道立高等技術専門学院
の入学選考等事務を継続する必要
があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0925 一般
技術専門学院等管理費（障害者職
業能力開発校費）（一般施策）

⑤
国立北海道障害者職業能力開発校
費の維持管理事務（施設用地賃借
等）

産業人
材課

0 9,284 0 0.1 0.1 0.2 10,846 現状維
持

引き続き、国立北海道障害者職業
能力開発校の庁舎等維持管理運営
事務を継続する必要があるため。＜
国からの委託事業＞

－ － － － － － － － 現状維
持

0926 一般
技術専門学院等管理費（技術専門
学院付属施設整備費）

⑤ 道立高等技術専門学院の庁舎施設
整備事務

産業人
材課

0 586,792 37,226 0.4 0.0 0.4 589,916 現状維
持

引き続き、道立高等技術専門学院
の庁舎施設整備事務を継続する必
要があるため。

－ ①
②
⑤ ②
予算面での課題があるが、そこを解
決できれば校舎改築の際に高効率
設備や木材利活用が可能。

－ － － － － 現状維
持

○

0927 義務費
技術専門学院等管理費（その他義
務費）

－
道立高等技術専門学院の被服貸与
等事務

産業人
材課

0 11,299 4,034 0.1 0.1 0.2 12,861
現状維

持
引き続き、授業に必要な被服の貸
与を継続する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0928 一般
総務管理諸費（自動車整備振興会
負担金）

－

道立高等技術専門学院の自動車整
備科が第二級自動車整備士国家資
格の養成施設として指定を受けるた
め、各学院所在地区を担当する自
動車整備振興会の会員であること
が必要であり、会員となるため負担
する年会費等の経費

産業人
材課

0 185 0 0.1 0.0 0.1 966
現状維

持

引き続き、自動車整備振興会員で
あるために負担する年会費等経費
が必要のため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0929 事務
その他内部管理事務（職業訓練担
当課長所管分）

－

職業訓練担当課長所管の業務にお
ける総括・調整、技専に係る予算の
執行管理・条例等の改廃、高齢・障
害･求職者雇用支援機構との連絡
調整、技術の指導・人事管理、教
科・生活・就職指導に係る助言・指
導、入試問題作成委員会の運営

産業人
材課

0 0 0 6.9 0.1 7.0 54,670
現状維

持

「今後の高等技術専門学院の運営
方針」に基づく取組の推進に関する
事務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

0930 事務
「今後の高等技術専門学院の運営
方針」に基づく取組の推進に関する
事務

－
「今後の高等技術専門学院の運営
方針」に基づく取組の推進に関する
事務

産業人
材課

0 0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 現状維
持

「今後の高等技術専門学院の運営
方針」に基づく取組の推進に関する
事務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0931 一般
公共訓練費（公共職業訓練手当）
(アイヌ入校対策費）

④

障害者など（再）就職に際し困難を
伴う求職者が公共職業訓練を受講
するに当たって、訓練に専念できる
経済的環境を整えるための手当支
給事務

産業人
材課

0 64,119 32,060 1.3 22.7 24.0 251,559 現状維
持

障害者など（再）就職に際し困難を
伴う求職者が公共職業訓練を受講
するに当たって、訓練に専念できる
経済的環境を整えるための手当支
給事務を継続する必要があるため。

－ ① ②
オンラインによる対応を含め、新型
コロナウイルス感染症予防対策に
配慮して、手当支給事務等を実施。

－ ⑥ ②
オンラインによる対応を含め、新型
コロナウイルス感染症予防対策に
配慮して、手当支給事務等を実施。

○ ②
オンラインによる対応を含め、新型
コロナウイルス感染症予防対策に
配慮して、手当支給事務等を実施。

現状維
持

○ ○ ○

0932 一般
公共訓練費（養成・転職職業訓練
費）（無料職業紹介事業費）

－

道立高等技術専門学院において、
若年者や離転職者等を多様な技
術・知識を有する労働者にするため
に必要な職業訓練実施及び訓練生
の就職促進に係る事務

産業人
材課

0 71,235 12,042 0.4 133.1 133.5 1,113,870
現状維

持

引き続き、職業訓練実施及び訓練
生の就職促進に係る事務を継続す
る必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0933 一般
公共訓練費（離転職者・在職者等訓
練事業費）（就職支援・成人・緊急再
就職）

②

離転職者、パート就労者及び知的
障害者や、労働力のミスマッチに対
応するため、事業団体等民間教育
訓練機関への委託訓練を中心とし
た機動的な職業訓練を実施や在職
労働者に能力開発セミナーを実施し
資質の向上を図る事業事務

産業人
材課

0 1,683,958 18,723 2.0 20.4 22.4 1,858,902
現状維

持

引き続き、離職者や労働力のミス
マッチにより生じた求職者の再就職
にあたり、幅広い教育訓練資源を有
する民間機関を最大限有効活用し
た職業訓練や在職労働者に能力開
発セミナーを実施し、資質の向上を
図る事業事務を継続する必要があ
るため。

－ ④ ①
デジタル化に対応した取組を実施済
み

○ ⑦ ①

学院から提案のある在職者訓練の
採択にあたっては、デジタル化に対
応した訓練を優先的に採択すること
としている

○ ①
デジタル化に対応した取組を実施済
み

北海道Society5.0を推進し、未来技
術を支える社会的・人的基盤の整
備を図るため、デジタル人材の育成
確保は重要であることから、取組の
一層の推進を検討すること。

現状維
持

学院から提案のある在職者訓練及
び委託訓練の採択にあたっては、デ
ジタル化に対応した訓練を優先的に
採択するなど、デジタル人材育成の
取組を推進している。

0934 一般
公共訓練費（向上訓練等推進員設
置費）

④

企業における在職労働者の教育訓
練や、労働者の自己啓発など生涯
能力開発体制の充実強化を図るた
め、向上訓練等推進員による企業
の指導事務

産業人
材課

0 776 0 0.1 0.5 0.6 5,462
現状維

持

企業における在職労働者の教育訓
練や、労働者の自己啓発など生涯
能力開発体制の充実強化を図るた
め、向上訓練等推進員による企業
の指導事務を継続する必要がある
ため。

－ ① ②
可能な範囲でオンライン化に対応す
る。

－ ⑥ ②

オンラインによる対応を含め、新型
コロナウイルス感染症予防対策を
講じて、向上訓練等推進員による企
業の指導を実施していく。

○ ②

オンラインによる対応を含め、新型
コロナウイルス感染症予防対策を
講じて、向上訓練等推進員による企
業の指導を実施していく。

現状維
持

○ ○ ○

0935 一般 公共訓練費（実習費） ②

障がい者の就業機会の増大を図る
ため、障碍者職業能力開発校での
実習及び民間機関等への委託訓練
実施事務

産業人
材課

0 94,970 3,885 0.4 15.0 15.4 215,244 現状維
持

障がい者の就業機会の増大を図る
ため、障害者職業能力開発校での
実習及び民間機関等への委託訓練
実施などの事務を継続する必要が
あるため。

－ ④ －

実技を伴う職業訓練でありオンライ
ン化は困難。また、国から基準が示
されている訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

－ ⑥ －

実技を伴う職業訓練でありオンライ
ン化は困難。また、国から基準が示
されている訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

○ －

実技を伴う職業訓練でありオンライ
ン化は困難。また、国から基準が示
されている訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

現状維
持

0936 一般
公共訓練費（デュアルシステム推進
事業費）

②
専門学校等の民間教育訓練機関で
の座学等と企業での実習を組み合
わせた職業訓練実施事務

産業人
材課

0 101,768 0 0.3 2.0 2.3 119,731
現状維

持

引き続き、職業能力形成機会に恵
まれなかった者及び職業転換等を
余儀なくされる者に対し民間挙行く
訓練による座学と企業等における実
習を組み合わせた実践的な職業訓
練を実施する。

－ ④ －

オンライン化に対応できる事業内容
ではなく、また、国から基準が示され
ている職業訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

－ ⑥ －

オンライン化に対応できる事業内容
ではなく、また、国から基準が示され
ている職業訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

○ －

オンライン化に対応できる事業内容
ではなく、また、国から基準が示され
ている職業訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

現状維
持

0937 一般
公共訓練費（母子家庭の母等委託
訓練事業費）

② 母子家庭の母等対象の職業訓練実
施事務

産業人
材課

0 23,320 0 0.3 0.8 1.1 31,911 現状維
持

引き続き、母子家庭の母等の職業
的自立の促進を図るため、地域の
ニーズに対応した就職に必要な知
識・技能を習得するための職業訓練
を実施する。

－ ④ －

オンライン化に対応できる事業内容
ではなく、また、国から基準が示され
ている職業訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

－ ⑥ －

オンライン化に対応できる事業内容
ではなく、また、国から基準が示され
ている職業訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

○ －

オンライン化に対応できる事業内容
ではなく、また、国から基準が示され
ている職業訓練であり、道において
事業内容を検討することはできな
い。

現状維
持

0938 維持費
技術専門学院等設備整備費（実習
用機械）

⑤

道立技術専門学院において、訓練
生に対し技能・技術を付与するため
の職業訓練に必要な機械・機器の
リースによる整備事務

産業人
材課

0 866 433 0.1 0.1 0.2 2,428 現状維
持

引き続き、職業訓練に必要な機械・
機器のリースによる整備事務を継
続する必要があるため。

－ ① ②

現有の機械・機器を低電力・高効率
機械・機器に更新（機器購入）するこ
とで省エネの実現、維持費の低減を
図れるが財源確保が課題。

－ － － － － 現状維
持

○

0939 一般
技術専門学院等設備整備費（技術
専門学院実習用機械整備費）

⑤

道立技術専門学院において、訓練
生に対し技能・技術を付与するため
の職業訓練に必要な機械・機器の
整備・保守事務

産業人
材課

0 34,416 0 0.3 0.1 0.4 37,540 現状維
持

引き続き、職業訓練に必要な機械・
機器の整備・保守事務を継続する
必要があるため。

－ ① ②

老朽化した設備を更新した場合にお
いて、機器の種類により、省エネ設
備の普及とエネルギー利用効率化
の促進が可能な場合において可
能。

－ － － － － 現状維
持

○

0940 一般
技術専門学院等設備整備費（技術
専門学院高度化訓練用機械整備
費）

⑤
各学院において高度化訓練用機械
及び共用パソコン等の整備を実施
する事務

産業人
材課

0 6,371 0 0.3 0.1 0.4 9,495 現状維
持

引き続き、各学院において高度化訓
練用機械及び共用パソコン等の整
備を実施する事務を継続する必要
があるため。

－ ① ②

老朽化した設備を更新した場合にお
いて、機器の種類により、省エネ設
備の普及とエネルギー利用効率化
の促進が可能な場合において可
能。

－ － － － － 現状維
持

○

0941 一般 職業訓練指導能力向上推進費 ①

近年の高度化・多様化した訓練ニー
ズに対応して、教育訓練に関するカ
リキュラム・教材等の開発研究や指
導員、教育訓練担当者への研修を
実施するほか、インターネットによる
一元的な人材育成情報の提供・学
習支援システムを推進する事務

産業人
材課

0 2,788 1,335 2.6 0.1 2.7 23,875
現状維

持

引き続き、訓練ニーズに対応すべく
教材等開発研究及び教育訓練担当
者への研修を推進する事務が必要
なため。

－ ④ －
技術的な専門研修が多く、総合大
開催の研修が主となるが、専門的な
研修のためリモートが不可能

－ ⑥ －
技術的な専門研修が多く、総合大
開催の研修が主となるが、専門的な
研修のためリモートが不可能

○ －

技術的な専門研修が多く、総合大
開催の研修が主となるが、専門的な
研修のためリモートが不可能である
ことから、新型コロナウィルス感染
予防対策として派遣を見合わせる
ほか、実施時期を検討し、対応して
いる。

現状維
持

0942 事務 北海道標準訓練計画に関する事務 －

技術専門学院、能力開発校の実施
する職業訓練に係わる、標準カリ
キュラム等の作成及び維持管理事
務

産業人
材課

0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,562 現状維
持

引き続き、職業訓練に係わる、標準
カリキュラム等の作成及び維持管理
事務を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0943 事務
公共職業訓練（施設内訓練）の技能
照査に関する事務

－ 技能照査問題の保管管理事務及び
問題変更時の協議事務

産業人
材課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 781 現状維
持

引き続き、技能照査問題の保管管
理事務及び問題変更時の協議事務
を継続する必要があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0944 事務
職業訓練指導員試験問題作成に関
する事務

－ 職業訓練指導員試験問題作成に係
る事務

産業人
材課

0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,562 現状維
持

引き続き、職業訓練指導員試験問
題作成に係る事務を継続する必要
があるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0 3,281,203 418,749 29.6 204.6 234.2 ■令和４年度　新規事業
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